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１）対策に関する基本方針

コンテンツの違法流通を図るサイトに対して、効果的な抑止、対策を講じるために、
下記の基本方針を策定し、総合的な効果を得ることが必要だと考えられる。

＜基本3施策＞

１）対策の中心となるべき組織が必要である。（対策の中心を策定・対策主体）
まず、違法サイトであることを広い範囲のステークホルダーで認識し、対策を講じるべきであるとの
認定を、対策初期の段階で行うことが必要である。この決定を行う組織が必要であり、その組織は権利者、
ISP、広告代理店、技術的有識者などによって、公正に組織されるものでなければならない。

２）違法サイトを閲覧させない、またはサイト自体に対する対策が必要である。
（事前・直接対策）
基本的にサイト閲覧を抑止する事前の対策と、サイト自体を存続させなくするための直接的な対策である。
これには、サイトに対する中止要請に始まり、訴訟を提起する、などの対策が含まれる。

３）違法サイトを社会から隔離する対策が必要である。(間接対策）
サイトを社会的に隔絶させる間接的な対策である。これは広告の出稿停止や、クレジット会社の支払い停止、
サイトブロッキング、フィルターリングなどの対策を含む。

※上記3点を総合的に運用することで、基本的にコンテンツ違法利用サイトを下記の状態に置くことが重要
→犯罪であることを社会的に認知、浸透させていく
→設置しにくくする（採算が取れなくする）
→設置されても速やかに、社会から隔離する
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2）対策の中心を策定・対策主体

被害を受けるコンテンツ企業は、いかに規模が大きい場合でも、違法対策に向けて、ITの専門家を擁する部署を保持している場合は、
多くはないと思われる。そして、ITの進歩は急激であるために、最先端の知識を有する人、企業、団体と同等の技術的対応能力を
個々の企業が保持することは経営的な見地から言って困難であろう。
また、違法サイトに対策を行おうとした場合、広い範囲のステークホルダーによって、迅速に違法サイトであることを認定する必要がある。

このようなことから、迅速で効果的な違法サイト対策を講じるにあたっては、違法サイト認定のデータベースを保持する、
対策の中心組織が不可欠である。この対策の中心組織は、民間によって自立的に運営され、権利者、利用者、関係者など
バランスのとれた運営が必要であり、経済的にもそれぞれのステークホルダーによる、応分の会費で運営されるべきものである。

コンテンツ違法流通対策協議会（仮称）

コンテンツ企業 違法サイト
違法サイト

違法サイト

コンテンツ企業

コンテンツ企業

Help!

Help!
Help!

・違法サイト認定委員会
・違法サイトデータベースへの登録
・最先端IT技術者、有識者の紹介 違法サイト登録DB

外部の対策へ
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2）対策の中心を策定・対策主体

コンテンツ違法流通対策協議会（仮称）

・違法サイト認定委員会
・違法サイトデータベースへの登録
・最先端IT技術者、有識者の紹介

違法サイト登録DB

広告代理店
ISP業者

CDN業者
アドネットワーク業者

出版社

映画会社

権利者

音楽出版社

クレジット会社

IT企業

コンテンツ配信業者

オブザーバー

官公庁

※運営費用は会費で維持
侵害対策費をこれまで個々にねん出していたことを考えると、
一元化した対策の方が費用対効果も優れると考えられる。

その他
ステークホルダー
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３）違法サイトを閲覧させない、またはサイト自体に対する対策 （事前・直接対策）

違法サイト

サイトへの中止要請

利用者への違法サイト明示

当局への告発

・同意に基づく侵害サイト・フィルタリング
・青少年に対する侵害サイト・フィルタリング

※対策が難しいスマートフォンなどに特に有効

違法ダウンロードの刑事罰化

悪意無き侵害防止の観点も考慮

事前対応策

青少年に対する違法利用の教育
・具体的な違法利用などの内容を分かりやすく
説明したパンフレットなどを使って、
特に初等中等教育における違法利用問題を
継続的に教育する。

※違法サイトが本格的に機能する前に阻止する方策

正規流通サイトの充実
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４）違法サイトを社会から隔離する対策（間接対策）

違法サイト運営者

アドネットワーク業者

※機能してしまった違法サイトを速やかに阻止する対策

クレジット会社
クラウド事業者

利用者

広告代理店

閲覧

広告

広告

広告

広告

広告主
支払

支払

支払

検索エンジン

直接URLから閲覧

契約

銀行口座

出稿

支払

（注）
違法サイトへの支払いが、
アドネットワーク業者からか、
広告代理店からかは状況によるだろう。
また代理店が複数介在する場合も有り得る。

CDN業者

違法サイト

出稿
出稿

ブラウザ

＜閲覧と資金の流れ＞

契約
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４）違法サイトを社会から隔離する対策（間接対策）

違法サイト運営者

アドネットワーク業者

※機能してしまった違法サイトを速やかに阻止する対策

クレジット会社
クラウド事業者

利用者

広告代理店

閲覧

広告

広告

広告

広告

広告主
支払

支払

支払

検索エンジン

直接URLから閲覧

契約

銀行口座

出稿

支払

CDN業者

違法サイト

出稿

出稿

ブラウザ

対策

契約×

×

×

×

×

×

対策

対策

対策

対策

×

×

×

対
策

対
策

対
策

違法サイトへの出稿停止要請

違法サイトへの支払停止要請

違法サイトへの口座凍結要請

違法サイトとの契約解除要請

違法サイトとの契約解除要請

違法サイトのブロッキング要請対策

違法サイトの検索結果非表示要請

違法サイトのフィルタリング実施

＜社会からの切り離し方策＞

対
策 違法利用をなくすための教育 7



４）違法サイトを社会から隔離する対策（間接対策）

違法サイト

検索エンジンでの
非表示要請

銀行口座に対する対策

広告代理店への出稿停止要請

※機能してしまった違法サイトを速やかに阻止する対策

クレジット会社への支払停止要請

情報開示義務

サイトブロッキング要請

制度整備

CDN業者への停止要請

情報開示義務

クラウド業者への停止要請

※これらの対策を、IT有識者の意見を取り入れつつ、最も効果的に、
コンテンツ違法流通対策協議会（仮称）が運用を行う。
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